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日本 の製造業部 門 は、 円高の進展 に伴 い、 国際競争 力 を失 った労働 集
約 的産業 を中心 に、東南 ア ジアへ生産拠 点 を移動 させ た結 果、 同地域 の
産 業構造 の高度化 が進展 した。表1は 、マ レー シア とタ イの1988年か ら
1997年の経 済パ フ ォーマ ンスを示 した もの であ る。両国 ともに、GDPに
対 す る固定 資本形 成の比率 は きわめ て高 く、 この期 間に生産 能 力 を飛 躍
的に高め た事 を示 してい る。 またその生産 は、対 米 を中心 と した輸 出に
支 え られ、 同期間 におけ る国内総 生産 は8%を 越 える高度 な成長軌道 を
歩んだ事 を示 してい る。しか し、1995年以降 円 と元が減価 の傾 向に転 じ、
両国の輸 出競争 力は減 退 し96年の輸 出成長率 は、マ レー シアは これ まで

















































































マ レー シア では、差別 財産 業の 比較優 位 を急速 に上 昇 させ てい る。また、
規模集約 型産 業の 比較優 位度 も上昇傾 向 にあ る《醐(注2)。
一 方 タイでは依 然 として労働 集約 財 を中心 とした低 付加価値 産 業に特
化 し、 この こ とが中国等 の低賃金 国の キ ャ ッチア ップ に直面 し国際競争
力の減退 をまね く要 因 となってい る。 しか し、 タイに おいて も、徐 々に
高付加価値産 業へ の シフ トは進 展 してい る。 つ ま り宝石 ・靴 ・家 具 ・砂
糖 ・缶詰 製品 ・ゴム製 品 ・革 製品 ・玩具 ・スポー ツ用 品等 が分類 され る
労働 集約産 業 の輸 出比率 が29.9%から23.7%に徐々 に下降 し、機 械及 び
輸送機械 ・電気 製 品及 び同部 品 ・情 報機器 ・輸送機器 部 品等の ミデ ィア
ムハ イテ ク産業 の輸 出比率 は、14.8%から38.0%に上昇 して い るこ とが 、
緩慢 なが らも産 業 構 造 の高 度 化 が進 め ちれ て い る状 況 を示 す もの であ
る(注3}。
1.2産 業政策 の変化
人 口規模 の小 さいマ レー シアでは、年率8%に 及ぶ 高度成長過程 の も
とで労働 賃金が 急速 に上昇す るこ とを受 け て、1991-95年の第6次 五 ヶ
年 計画か ら、産業構 造 の高付加 価値化 へ の転換 を開始 して いる(剖。一方
タイでは、危機 後の1998年に高付加価値 産 業への構造 の転換 を内容 とす
る産業政 策 が発 表 され た。産 業政策 の高付加 価値化へ の シフ トが、 専門
家労働 力需要 を高め るこ とか ら両 国の最 近の政策 内容 を示 す。
(1)マレー シアの産 業政策
マ レー シアは2020年まで に一 人 当た り所得20,000リン ギ(1リ ンギ=
35-40円程 度)の 水 準 に達 し、先進 国の仲 間 入 りを果 た した い とす る
Vision2020の政 策 目標 をか か げ て い る。・1986-1995年のTheFirst
IndustrialMasterPlanからこの 計画が始 め られ た。 この期 間には、 豊
富 な資源 を活用 した産 業 を中心に 、産 業 の 多様 化 と高度化 を促 進 して き
た。1996年か ら開始 され る第2次マ ス タープ ラ ン(1996-2006年の期 間)
では、国際競 争 力の高度化 を 目的に、研究 開発投 資や ハ イテ ク産業 及び
知識 集約 製 造業製 品の生産 に焦点 を当てい る。 さらに製造業 の生産性 を
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高め 国際競争 力 を高め るため に、研 究 開発投 資 ・人的投 資 ・中小 企業 と
の 連携 の構築 を提 言 し、製造 業 のGDP比 率 を、1995年の33.1%から、
2006年には38.4%に上昇 す るこ とを 目的 としてい る。
② タイの産業政策
タイのGNPに 対 す る投資 比率 も、マ レー シア同様 に高 い水 準 で推 移
して い る。1990年代 の金融 自由化 に よる短期 資金の流 入 は、 タイの投 資
率 を40%の水準 に高め たが 、投 資 内容 に関 し多 くの問題 を抱 えてい る。
1997年の タイの経済 危機 を契機 に、 国際競争 力の ない設備 の処 分 に加 え
て、早 急に タイ を高付 加価値産 業へ と構造転換 す るこ とを余儀 な くされ
て いる。危機翌年 の1998年に発表 され たt'lndustrialRestructuringPlan
(1998-2000)"NationalIndustrialDevelopmentCommitteeでは、 国
際競争 力 を高め るため に、 技術 及 び知 識集約産 業へ の シフ トが提 唱 され
た。 また、 タイBOI(BoardofInvestment)では、世 界的 な グローバ
ル化 と情 報 ・通信 製品 の需要 の拡大 に伴 い、 これ まで産 業の 中心 に位 置
づ け られ て いた 自動車産業 か ら電気産 業 に、産 業 の主役 を切 り替 える政
策 に転 じて い る。 つ ま り低 賃金 国の イン ドや 中国の キャ ッチ ア ップ に直
面 し、 タイが 国際競争 力 を保 有 で きるの はハ イテ ク技術 を導 入 した よ り
高付加価値 製 品の生産 であ る との認識 を強 く打 出 してい る倒 。危機 を経
由 して、ハ イテ ク化 の推進 に よる高付加価値 化 が緊急 の課 題 とな った。
1.3直 接投 資の流 入
1988年か ら97年の直接 投資 の流入傾 向 を見 る と、マ レー シアは7億 ド
ルか ら51億ドル と7倍 に上 昇す る一方 で、 タ イは11億ドルか ら1996年に
23億ドル と2倍 のペー ス で拡大 して い る。 この よ うな規模 の相 違 は、 二
国の産業構造 の格 差 を反映 した もの であ る。 直接投 資に よって流 入す る
外 国企業 は、輸 出 を 目的 とした高付加価値 産業 が 多 く、高 い技術 を用 い
るため、 直接投 資の拡 大は、専 門家労働 力 の需要 を高 め る要 因 とな って
い る。両 国の最 近 の直接 投資 の動 向 を述べ る。
(1)マレー シア
63
表2は 、マ レー シアへの 直接 投資金額 を国別 に示 した もの であ る。 日
本 ・ア メ リカ ・台湾 ・シ ンガ ポールか らの投 資が高 く、 ア ジア の水 平分
業 が進展 して いる状 況 を観察 できる。 製造業 内の 直接投 資金額 の 内分 け
表2対 マ レーシア直接投資国別金額(単 位 百万 リンギ)と 比率
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997
KoreaRep. 650 1818 99 ll1 408 604 644 677
Taiwan 6339 3607 1499 894 2874 1442 775 1345
HongKong 374 600 78 93 873 175 13 23
Singapore 895 1114 442 521 1063 1008 4765 1281
Indonesia 1083 1242 480 245NA 472 63 25
Japan 4212 3705 2684 1661 1765 2096 4607 2164
USA 567 1798 3298 1757 1253 1801 2893 2396
UK 867 546 1303 44 94 189 380 206
Germany 126 193 72 64 655 149 148 1810
Switzerland 20 52 80 11 7 68 1887 125
Netherland 40NA 141 70 180 53 74 33
Total 17629170551777262871133991431705611472
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997
KoreaRep. 3.7%10.7%0.6% 1.8% 3.6% 6.6% 3.8% 5.9%
Taiwan 36.0%21.1%8.4%14.2%25.3%15.8%4.5%11.7%
HongKong 2.1% 3.5% 0.4% L5% 7.7% 1.9% 0.1% 0.2%
Singapore 5.1% 6.5% 2.5% 8.3% 9.4%11.0%27.9%11.2%
Indonesia 6.1% 7.3% 2.7% 3.9%NA 5.2% 0.4% 0.2%
Japan 23.9%21.7%15.1%26.4%15.6%22.9%27.0%18.9%
USA 3.2%10.5%18.6%27.9%U.1% 19.7%17.0%20.9%
IJK 4.9% 3.2% 7.3% 0.7% 0.8% 2.1% 22% 1.8%
Germany 0.7% 1.1% 0.4% LO% 5.8% L6% 0.9%15.8%
Switzerland0.1% 0.3% 0.5% 0.2% 0.1% 0.7%11.1%1.1%
Netherland 0.2%NA 0.8% 1.1% L6% 0.6% 0.4% 0.3%
Total 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%
言罐 濡=瓢 謡e凱}醗瓢 認 盟麟 罐1。,。,e,,
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では、90年代初 期 には基礎 金属 製品へ の投資 が最 も高 か ったが、93年以
降 電気 ・電 子産業へ の投 資が最 も高 く、1996年には38.1%に達 してい る。
石 油製 品へ の投 資金 額が 、 それ に続 いて いる。
(2)タイ
表3は 、 タイへ の直接投 資金額 を国別 に示 してい る。 日本 ・香港 ・台
湾 ・シンガ ポー ルの ア ジアNIEsからの投 資比率 が大 き く、タイ も東ア ジ
アの水平分 業化 の進 展 に組 み込 まれ る方向 で直接投 資戦略 が展 開 されて
い る。 ア ジア域外 で は、ア メ リカの比率 が最 も高い。産業 別比率 では、
製 造業 の比率 が40%から30%に下落す る一方 で、Tradeが15%かち25%
へ 上昇 す る傾 向 にあ る。製造 業 内では、ElectricalApplianceへの投 資比
率 が最 も高 く、続 いてChemicalsやMetal&NonMetalicMachenery
&Transportation等に投 資 されて い る。
第二章 就業構造変化 と専門家労働力不足の問題
2.1マ レー シアの就 業構造 変化 と専門 家労働 力の重 要性
マ レー シアの産業 構造変 化 は、表4③ が示 す よ うに 、1995年の 第一 次
産 業のGNPに 占め る比率 は12.7%で、製造業 は31.7%とな り、同国の産
業構 造の 高度化 が進 展 して い るこ とを示 してい る。 この ような生産構造
の変 化 に伴 い、就業 構造 は第一 次産業 か ら流 出 した労働 力 を製造業部 門
が吸 収 し、1995年には製造 業就業 者比率 は全労働 力の32.7%に達 してい
る(表4① 参 照)。一 方職 業構造 につ いて表4② を見 ると、専 門的職業就
業 者(Professional,technicalandrelatedworkers/Administrativeand
managerialworkers)の全就 業 者に 占め る比率 は 、10.0%(1986)から
14.8%(1997)に上昇 し、就 業構 造 の近 代化 が進 ん でい る。 またこの期
間の未 熟練労働 力 の比率 は、28.4%から34.7%に上 昇 し、製造業部 門の
雇用 が拡 大 してい る こ とを示 して い る。 以上 の よ うに、マ レー シアでは
生産 比率 に おけ る産 業構造 の 高度化 に伴 なって、就 業構造 と職 業構造 の
近代 化 が進展 して い る傾 向に あ る。
表3対 タイ直接投資国別の金額(単 位100万パーツ)と比率






France 682.01246.21644.92196.3 978.21795.2 760.5 377.2 9680.5 2.2%
Ge㎜any 1150.0 842.5 617.7 798.3 743.0 951.31063.91216.6 7383.3 1.7%
Singapore 6135.86469.36722.05698.54629.63393.56968.7 9209 49226.411.1%




Taiwan 11.1% 5.4% 4.1% 3.7% 6.2% 4.8% 6.1% 4.9%
USA 9.5% 1L5% 21.9%18.5%11.8%13.0%18.9%18.7%
UK 1.7% 0.5% 6.0% 9.8% 3.3% 2.8% 2.5% 4.4%
France 1.1% 2.4% 3.1% 5.2% 2.9% 3.6% 1.3% 0.4%
Ge㎜any 1.8% 1.6% 1.1% 1.9% 2.2% 1.9% 1.9% 1.3%
Singapore 9.5%12.6%12.5%13.6%13.9%6.8%12.1%10.1%








表4マ レーシア とタイの就業 ・生産構造の変化
就業構造①
第1次産業就業者 1980 1997 製造業就業者 1980 1997
マ レー シア 38.7 16.6マ レー シア 23.3 32.7
タイ 71.0 50.5タイ 10.2 19.5
職業構造②
専門的職業就業者 1986 1997未熟練労働者 1986 1997
マ レー シア 10.0 14.8マ レー シア 28.4 34.7
タイ 4.9 6.5 タ イ 95.1 93.0
生産構造③
第1次産業生産比率 19701995 製造業生産比率 1970 1995
マ レー シア 28.5 12.7マ レー シア 11.9 3L7
タイ 25.9 11.0タ イ 15.9 28.2
注 ①source:Malaysia1997,ReportoftheLabourFourceSurvey1986年は11
歳 以 上
1990年か ら13歳以 上 が 労 働 力 とな る。
② 専 門 家 とは 、PrQfessional,technicalandrelatedworkers
未 熟 練 労 働 者 と は 、 タ イ で は 専 門 家 以 外 全 て の 比 率 と な っ て い る。
マ レーiア はProductionandrelatedworkerstransportequipment
③躍 鋸 ～謡 艦:1。pmen,R。p。,t1998
その結 果90年代 後半 には、マ レー シアの専 門家労 働 市場 の著 しい供給
不足が 、経 済発展 の ボ トルネ ックとなる問題 が生 じてい る。 表5は 、二
つ の経 済計画期 間(第6次 と7次)の 各職 業別需給 ギャ ップ を示 してい
るが、全ての職 業 において著 しい需要超過 の状態 に あ る。特 にエ ン ジニ
アの供 給 不 足 は 深刻 で、 第7次 計 画 期 間 に お い て エ ン ジ ニ ア の 需 要
28,336人に対 し、供給 は13,054人と需給 ギ ャ ップは53.9%の高 い水 準 に
あ る。 また熟練労働 者 の需要 は、255,700人に対 し、供 給 は210,620人で
この需給 ギャ ップは、第6次 計画 期間 よ りも改善 して い るが、依 然17.6%




Demmd Supply D/SgapDemand SUPPly D/Sgap
Engin㏄rs 36350 5928 83.70% 28336 13054 53.90%
E㎎in㏄ringAssis-
tan6
48806 22945 53.00% 59761 40948 31.40%
SkilledWorkers270860 10975059.40% 255700 21062017.60%
Source:"DemandandSupplyofManpowerBySelectedOccupation"EPU
2.2タ イの労働 市場 と専門家 の重要性
タ イの生産 に おけ る産業構造 の 高度 化 は進展 してい る ものの、就 業構
造 にお け る構 造変化 は緩慢 であ る。 第1次 産業 比率(表4③)は1970年の
25.9%から11.0%に低 下 した ものの 、全 就業者数 に 占め る第1次 産 業の
比率(表4①)は 、1980年71.0%から1997年には50.5%の高 い水 準に あ る。
製造業 の就業 者比率 は、 この期 間10.2%から19.5%に成 長 したに過 ぎな
い。 タイの産 業構造 はマ レー シアの構造 とほぼ近 似 してい るが、 タ イで
は第1次 産業従 事者 が 多 く、産 業構造変化 が就業構 造変化 に連動 して い
ない。 この ため タ イでは、経済 発展が 国民に広 く配分 され ず、深刻 な貧
困の問題 を抱 え てい る。 さらに職 業構造 の高度化(表4②)の 進 展 も緩
慢 であ る。未熟練 労働 者は1997年に93%に達 し、専 門家 の比率 も6.5%と
きわめ て低 い状 況 にあ り、人的投 資の 問題 は今後 重要 さを増 して くる問
題 であ る。
一 方1000人以上 の雇用 者 を持つ 大規模 企業 では、就 業構造の専 門化 が
進展 してい る。同規模 企業の1988年と1994年の職 業デー タを比較 す る と、
Productionandrelatedworkersでは94%から75.9%に下落 し、一 方
Professionaltechnicalandrelatedworkersは4.8%から22.2%に上昇
し、大規模 企業 の就業構造 が90年代 央に は専 門化 し高度化 して い る様子




49.8%と産 業 別 比 較 で 最 も低 い)、 続 い て 製 造 業 と建 設 業 が22%(Pro・
ductionandrelatedworkersが77%に達 して い る)と な っ て い る。
Transport,StorageandCommunication産業36.0%、製 造 業30.9%、
電 気 水 道 産 業 が29.8%と、Professionaltechnicalandrelatedworkers
が 上 記3つ の 産 業 で95%を 占め て い る。 一 方Productionandrelated
workersグル ー プ の 産 業 間 分 配 比 率 で は 、 製 造 業 が65%の 就 業 を抱 えて
い る。 以 上 述 べ た よ うに 、 タ イ で は全 体 の 就 業 構 造 の 多様 化 及 び職 業構
造 の 専 門化 の 進 展 は極 め て緩 慢 で あ るが 、1000人以 上 の 就 業 者 を抱 え る
大 規 模 企 業 で は 、90年代 中 頃 か ら就 業構 造 の 専 門化 が 進 展 して い る。
第三章 直接投資 と外国人専門家の流入
こ こでは、 マ レー シアの投 資承 認機 関MIDAと タイの 投 資承 認機 関
BOIが発 表 して い る、年別 の承認 した投 資金額 ・投 資国 ・投資産 業 ・国
内雇 用者数 ・外 国人雇用 者数 の統 計 を用 いて、両 国の直接投 資 と外 国人
流 入の関係 を見 る(注η。
3.1マ レー シ ア
表6は 、 ア ンケー ト調査 で 回答 のあ った製造業事 業所 の外国人労働 雇
用 につ いて ま とめ た もの であ る。1990年代 に入 り、製造業全体 の(表6
上段 左欄)一 企業 当 た り平均 外 国人雇用 者数 が上 昇 しは じめ、1992年の
一企業 当 た り平均3人 か ら、1996年の21人に上昇 してい る。 また全 雇用
者 に 占め る外 国 人雇 用者比率 にお いて も、92年の1.7%から96年の10%に
上昇 して い る。産業 別 ではWood&WoodProductsが最 も高 いが 、 こ
こには外 国人単純労働 力が 集 中 してい るこ とに よる もの であ る。 そ こで
専 門家労働 力が集 中す る、電気 ・電 子産 業、科 学産業 、機械産業 に焦 点
を当 てる。
一企業 当 た りの外 国人の 人数 では、科 学 さらに電 気 ・電 子産 業が 平均
を上 回 り、1996年には52人及 び37人の水 準 に達 してい る。機械産 業 にお
い て も、96年に一企 業当 た りの 人数 を急速 に増加 させ てい る。一方 、全
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表6マ レーシア製造業 における外国人雇用
製造業 電気 ・電子産業 科学産業 機械産業
Tota1N㎝・Mala畑nTota1Non・Mala到anTotalN㎝・Malay緬 TotalNon・Mala到加
1992735326 12545224924 154915877 121 136 136
1993817446 33323260116 578616400 277 259 259
1994883668 50396296503 1118917116 470 909 909
1995940950 65225326520 1419818845 1053 876 876
1996960973 96182325707 2239318000 1568 2062 2062
製造業 電気 ・電子産業 科学産業 機械産業
① ② ① ② ① ② ① ②
1992 3.17 1.713.54 0.69 4.03 0.76 0.86 0.92
1993 7.84 4.081L50 2.22 9.23 1.69 1.48 1.36
19941L44 5.7020.86 3.7715.67 2.75 4.99 3.83
199514.30 6.9324.78 4.3533.97 5.59 4.61 3.46
199620.89 10.OI37.20 6.8852.27 8.7110.41 7.54
鵠 製 罪 噺:躍 麗 毅繊 寵 部 鵠 鶉識 脚{躍fP「・d・・t▲n
雇用 に 占め る比率 では、科学 、 電気 ・電 子及 び機械産 業 で、1994年ころ
か らその比率 を高め て い る。 以上 の こ とか ら、外 国人専 門家 労働 力は、
直接 投資流 入が上昇 す る90年代 中頃か ら、 急速 に流入規模が 高 ま る傾 向
を示 して い る。
3.2タ イ
表7は 、タイのBOIが 各年 に認可 した投資案件 にお け る、全 額 タイ人
が 出資 してい る投 資案 件 と合 弁 あ るいは全 額外 資の投 資案件 にお け るタ
イ人及 び外 国入の雇 用者数 を示 した もの であ る。外 資が入 って い る企業
を示 す「その他 の所 有形 態」の項 目が、 タイ国 内に 多 くの雇用 を創 出 して
い るこ とが示 され てい る。外 国人労働者数 は、総雇用 の1.5%程度 と低 い。
下段 の② は、外 国人労働 力総 数 の、所有 形態別 配分 比率 を示 してい るが、
80-90%の外 国 人労働 力 が 「その他 の所有 形態」 に雇 用 され てい る。外




タイ人雇用者数 外国人雇用者数 タイ人雇用者数 外国人雇用者数 タイ人雇用者数 外国人雇用者数
1993 29434 282 58600 1266 88034 1548
1994 43582 275 48564 900 92146 1175
1995 34387 606 59939 698 94326 1304
1996 44258 436 127453 2099 171711 2535
1997 33293 261 107809 2091 141102 2352
① ② ① ②
1993 0.Ol 18.20% 0.02 8L80%
1994 0.Ol 23.40% 0.02 76.60%
1995 0.02 46.50% 0.01 53.50%
1996 0.01 17.20% 0.02 82.80%
1997 0.Ol 11.10% 0.02 88.90%
窪響 齢8鵠 釈 闘a碧 人鵠 魏 錨 艦i殿"Boa「doflnvestmenteachyea'・
②は外国人雇用者総数の所有形態別配分比率
タイにお いて も示 され てい る。 しか し表7の ① が示す よ うに、 タ イ人一
人当 た りの外国 人雇用者数 は、0.Ol-O.02人と所 有形 態の 区別 に よる外
国 人労働 力比率 の差 異 はない。以 上の よ うに、 タイへ の外 国人流 入は、
外 国 資本 の流入 に よって もた らされ るが、 タイへ の投 資要 因は安 い タイ
人労働 を使 うこ との インセ ンテ ィブが 高 いため、外 国人専 門家労働 力の
流 入は少 な く、 タイ資本100%の企 業行動 と大差 は ない。
第四章 これまでの外国人専門家労働力の流入について
タイの外 国人専 門家 の流 入に関す る統計 を基に、1990年代 の外 国人専
門家 の流入状況 を見 て行 く。 タイへ の入 国は四つ の ビザ に分 類 されて い
る〔E8)。タ イでの労 働 を希望 す る外国 人は 、Non-immigrantsビザ で入 国
し、一 年 の労働 許可 証 として のWorkPermitを申請 す る。す なわ ち
WorkPermit所有 者が外 国 人労働 であ るが 、専 門家 とい う保 証 はない。
しか し未熟練労働 者 と しての 許可証 は発行 され ないの で 剖 、以 下に示す
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WorkPermitの数 は専 門家外 国 人労 働 力の人数 と理解 され る。Work
Permitの全 国の発 行 件数 の推 移 を見 る と、85年の5133人か ら93年に は
22,000人規 模 に達 し、 その 後 少 し減 少 傾 向 を示 して い る が1997年は
19,968人と約2万 人規模 であ る(注10)。
(1)職業別workpermit
表8は 、 バ ン コ クの発行件数 を職 業別 に示 した もので あ る。バ ン コク
での発行件 数 は、4,000-12,000件と年 に よって人数 が異 な り、また全 国








1992 11420 1 633655.5% 2 124010.9% 3 981 8.6%
1993 9857 1 287929.2% 2 137413.9% 6 868 8.8%
1994 12233 1 356429.1% 2 191715.7% 6 145011.9%
1995 9235 1 522356.6% 2 316034.2% 6 529 5.7%
1996 4646 1 190341.0% 6 153433.0% 2 103722.3%
1997 11676 1 365631.3% 2 207017.7% 6 178815.3%







4 686 6.0% 5 685 6.0% 149213.1%
3 817 8.3% 4 435 4.4% 348435.3%
3 140211.5% 4 838 6.9% 306225.0%
3 186 2.0% 4 83 o.9% 54 0.6%
8 60 1.3% 9 52 1.1% 60 L3%
7 137211.8% 4 810 6.9% 198017.0%





注 ②1996年の デ ー タは6月 か ら10月
1998年の デ ー タは1月 か ら9月
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の発行件 数(注10繍)の半分程 度 を 占め て い る。 しか し1997年の危機 を受 け
て98年の投 資は激減 し、 その ために外 国人専 門家 の流 入は急 速 に減少 し
た。最 も多い職 業 は、AdministrationManagerial&Workingで、期
間 にお いて最 も高 い比率 を維 持 したが 、人数 で は92年の三分 の一に減 少
してい る。続 い てEngineerTechnitian&Specialistの外 国人専 門家
流 入が高 い。 またManager&BusinessOwnerの流 入が続 いてい る。
(2)国別workpermit
表9は 、バ ン コ クのworkpermit発行 件数 を国別 に示 した もの で あ
る。 日本 の直接投 資件数 が最 も多い状 況 を反映 して、 日本へ の発行件 数
が期 間 中最 も高い比率 で推移 した。 しか しその比率 は、25%から12%程
度 に半減 して い る。 ア メ リカ ・イギ リス ・香港 ・台湾等 の直接投 資 をタ
イに積 極 的に行 な ってい る国か らの流入比率 が 高い状 況 にあ る。 しか し
1993年ころか ら、3年 続け て 中 国へ のworkpermit発行 件 数 が 第三位
と、全発行 件数 の10%にのぼ ってい る。1993年以降、 イ ン ド人 にたいす
るworkpermitの発行 件数 も上昇 し、高 い入国比率 を示 してい る。エ ン
ジニ アの供 給不 足が深 刻 な状 況か ら、 イ ン ド ・中国か らの流入 は拡 大す
る傾 向に あ る。 また直接投 資 を活発 に行 なって い る国か らの専 門家労働
力の 流入比率 が減少 し、 その他(第6位 以下)の 比率 が上昇 してい るこ
とか ら、 タ イの労働 市場 では世 界の労働 市場 か ら専 門家労 働 力 を吸収 す
る構造 が築か れつつ あ る状 況 にあ る と考 え られ る。
4.2マ レー シアの外 国 人専 門家 に対 す る流 入促進政 策
(1)マレー シアの外 国直接 投 資 と外 国人専 門家労働 力に関す る政策
PillaiPatrick(1992)は、 マ レー シアの外 国 人専 門家 の 流入数 は外 国
直接投 資 に相 関す る と述べ て い る。マ レー シア の外 国人専 門家の許容 人
数 は、直接投 資の規模 と比例 関係 に あ り内容 は明確 で あ る。200万US$を
越 え る外 国資本の投 資が行 なわれ るプ ロ ジェ ク トに関 しては、5人 の外
国 人専 門家 の ポス トを承 認 してい る。200万US$以下 の プ ロ ジェ ク トで
は、10年間の期間 を限定 して外 国 人専 門家 の ポス トが承 認 され、 その期




Arova1 Country Number・ Share Country Number Share Country Number Share
1985 5133 aan 1304 25.40 hina 630 12.30 A 557 10.go
986 4601 aan 981 1.30 A 572 12.40 hina 453 9.80
1987 5417 aan 1275 23.50 hina 766 14.lo SA 673 12.40
1988 6715 aan 1994 29.70China 1125 16.80USA 658 9.80
1989 8349 aan 2413 28.goHonkon 757 9.10 A 713 8.50
1990 9198 an 2443 26.60Taiwn 923 10.ooHnkon 903 9.80
1991 10682 an 2646 24.80Hnkon 1180 11.ooTaiwan 985 9.20
1992 11420aan 2359 20.70Hnkon 1370 12.oo A 1239 10.80
193 9857 an 1858 18.80UA 1190 12.10 hin 991 10.10
1994 12233 an 1946 15.go A 1544 12.60 hin 1157 9.50
1995 9235 an 1217 13.20 A 1110 12.oo hina 992 10.70
1996 4646 n 683 14.70Enlnd 570 12.30 A 459 9.90
1997 11676 n 1624 13.goEnln 1309 11.20 A 1203 10.30
1998 6415 aan 771 12.ooEnland 659 10.30 A 556 8.70
Theforth Thefifth OtherTota1
Country Number Share Country Number Share Total Share
Enlan 536 10.40India 236 4.60 1641 32.oo
Enland 391 8.5。 India 247 5.40 1543 33.50
Enland 518 9.60India 282 5.20 1467 27.10
Enlan 541 8.10India 237 3.50 1751 26.10
Enland 623 7.50Tiwan 500 6.oo 3343 40.oo
A 809 8.80Enln 598 6.50 3517 3820
A 944 8.80Enlnd 697 6.50 4302 40.30
Taiwan 964 8.40Ini 805 7.oo 4683 41.oo
Taiwan 414 4.20Philiins 277 2.80 5127 52.oo
Ini 939 7.70Philiines 833 6.80 5814 47.50
Enland 989 10.70India 737 8.oo 4190 45.40
hina 448 9.60India 419 9.oo 2067 44.50
India 1081 9.3。 hina 1045 8.go 5414 46.40'hi






間 にマ レー シア人の後継 者 を育 成す る事 が義務づ け られ てい る。
② 外国 人専 門家の ビザ カテ ゴ リー と政 策
マ レー シアでは、1997年に は12,500人に対 し、 また1998年には18,000
人 に対 し専 門家 としての 労働 許 可証employmentpassを発行 して い
る(注11)(注12)。1988年一 月 に は、マ レー シア で働 く外 国 人専 門 家 の 人数 は
12,011人だ ったが 、1998年には60,000人にのぼ ってい る(注13)。前述 した よ
うに、マ レー シアの外国 人専 門家政 策は明確 で あ る。投 資規 定 に明確 に
され た とお りの内容 で、外 国 人専 門家労働 力の流 入 を認め る規定 に変 更
は ないが、マルチ メデ ィアスーパー コ リ ドー政 策 は例外 であ る(注14)。しか
しこれ まで に も述べ た とお りエ ンジニア を中心 と した国内労働 市場 の供
給不 足は大 きな問題 であ る。 そ こで、政 府 は教育 制度 の充実 に よ りこの
問題 を解 決す る方策に徹 底 し、政 府 自ら外国 人専 門家 の リクルー ト活 動
を促 進す る よ うな政策 は持 ってい ない(注15}。
第五章 むすび
マ レー シア とタイでは、経 済発展 に伴 う専 門家労働 市場 の逼迫か ら、
外 国 人専 門家の需要 が拡大 して い る傾 向にあ るこ とを述べ て きた。 外 国
人専 門家 の ス トックは近年 、マ レー シアでは6万 人、 タ イでは2万 人の
規模 にのぼ ってい る。 この流入 の要 因は、主に直接 投資 国か らの流入 が
上位 を占め、両 者の関係 が高 い こ とが示 され た。 しか し、両 国には イ ン
ドや 中国か らの専 門家 の流入が近 年顕著 に な ってい る。 この事 は、両 国
の専 門家の供給 不足 を国際専 門家 労働 市場か らの調達 に よ って埋 め合 わ
せ てい る局面 に入 ってい る とい える。 マ レー シア及 び タイ と もに、経 済
危機 後 ます ます高付加価 値 製品への シフ トと、国際収 支 の改善の ため に
製 品の 内部調達 比率 の上昇 を指 向 しなけれ ば な らない。 製造 業 の この よ
うな方 向性 か ら、今後 ます ます エ ンジニア を始め とす る専 門家の需要 が
高 ま る傾 向に あ る。専 門家労働 市場 の逼迫 は、専 門家労働 力 の賃金 を上
昇 させ 、賃 金高騰 に よる インフ レー シ ョンの懸念 と国際競 争力の減 退、
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け れ ば な ら な い状 況 に 直 面 して い る(注16)。
〈注 〉
注1高 中(1999)参照
注2資 源集 約 型産業 とは、豊 富 な天 然資源 を利 用 し比較優位 を もた らす財 。
また規模 集約 財 とは、生産 工程 の長 さが 比較優 位 を決定 す る財 で、 紙 製
品 ・ゴム製 品 ・プ ラ ステ ィッ ク製 品 ・鉄鋼 ・輸 送機 器の産 業が分 類 され る。
差別 財産 業 とは、 産業用 機械 ・工作機 械 ・エ ン ジン ・ター ビン等 が分 類 さ
れ る。科 学 技術産業 の 製品は 、医薬 品 を含 む非工 業 用化 学 品 ・事務 用機 器 ・
計 算機 ・計 測機器 ・航空機 等 が分 類 され る(高 中(1999)参照)。
注3ChalongphobSussangkarn(1995)参照
注4ア ジ ア 危 機 以 前 の 期 間 に 実 施 され た マ レー シア 第6次 五 か 年 計 画
(1991-1995)で、既 にマ レー シア で は、 製造業 の生産 性 と国際 競争 力の
上昇 の ため にハ イテ ク化 と高 度 な知 識 の 導入 の 必要性 を強調 して い る。
OECDProceedings(1999)P21参照
注5BOI"InvestmentReview"April10,2000,Volume8,No.5
注6ハ イテ クを基盤 とした産業 は、R&D投 資の拡大 とともに 、これ らの水 準
を ク リアー した科 学 者 とエ ンジニ ア と技術 労働 力が十分 に供 給 され なけ
れ ば な らない とい う認識 を示 し、7thMalaysiaPlanでは、以下 の3つ の
新 しい戦 略 を提 唱 して いる。① 量的投 資 重視型経 済発 展か ら生産 性重視 の
経 済 発展 に切 り替 え る② マ レー シア企 業 に よ る輸 出生 産 量 の拡 大③ 科 学
技術 基盤 の 充実で あ る。実現す るために、人的 資源 の充 足 を中心的 課題 と
して位 置づ け て い る。財 政 収 支 に 占め る教 育 費 は6MalaysiaPlanの
13.4%から15.1%に上昇 し、内容的 に も他 の教 育項 日への 支出 比率が下 落
す る一 方 で、訓練へ の 支出比率 が上昇 してい る。具 体 的に は、TheMinistry
ofHumanResourcesが10の機械 ・電気 ・建 設 ・印刷 の技術 訓練 施 設 を運
営 してい る。文 部省 は、49の職 業 訓練校 と29の技術訓練 校 を運営 してい る。
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(出所:ManpowerforIndustryMIDAホ ー ム ペ ー ジ よ り)
注7こ の 節 で 使 用 した デ ー タ につ い て 。MIDA(MalaysiaIndustrialDevel-
opmentAuthority)が、 企 業 に 対 し雇 用 及 び 資 本 金 の マ レー ・中 国 ・イ ン
ドの 各 民 族 さ らに 外 国 の 四 つ の カ テ ゴ リー に分 類 し、そ の構 成 内 容 に 関 す
るア ン ケ ー ト調 査 を実 施 して い る。毎 年 年 末 に 実 施 して い るが 、回 答 件 数
は3～4千 件 で あ る。
注8ThelmmigrationActsof1979establishedthefollowingvisacate・
goriesでは 以 下 の 四 つ に分 類 し て い る1.Tourist2.Non-quotaimmi-
gration3.Immigrants4.Non-immigrants.













注10WorkPermitの 全 国 の 発 行 件 数 の 推 移 を 示 す 。93年21,956人94年
15,558人95年18,917人96年19,614人97年19,968人(出 所=ttDepart-
mentofEmployment"AlienOccupationDivision)
注11マ レー シ ア で 月給2500リン ギ以 上 の 収 入 を得 る労 働 に 、二 年 以 上 就 業 す
る契 約 をむ す ぶ 外 国 人専 門 家 に 対 し、employmentpassを発 給 す る
注12単 純 労 働 者 の 不 足 も深 刻 で 、 イ ン ドネ シ ア ・タ イ ・バ ン グ ラ デ ィ シ ュ ・
パ キ ス タ ン ・フ ィ リピ ン の 単 純 労 働 力 を、 製 造 業 ・建 設 業 ・プ ラ ン テー シ ョ
ン ・サ ー ビ ス業 へ の 就 業 を許 可 して い る。 単 純 労 働 に 対 す る ビザ はwork
permitであ る
注13NewStraitTimes(01/09/98)では 、 マ レー シ ア の 外 国 人専 門 家 の 人
数 を お よ そ6万 人 と発 表 して い る。 またPatricPillai,(1995p.225-226)
で は 、1993年の 半 島 マ レー シ ア で 働 く外 国 人専 門 家 の 人 数 を す で に6万 人
と発 表 し、 その 国 別 外 国 人専 門家 の 比率 は、 日本21%、 イ ギ リス13%、 韓
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国11%、ア メ リカ9%の 順 であ っ た。
注14マ ルチ メデ ィア スー パー コ リ ドー政 策:首 都 クア ラ ル ンプー ル の一 角
を含 む東 西15㌔、南 北50㌔の地 域 に大容 量の 通信 回線 を敷 設 し、行 政 の電
子化 とと もに、世 界的 なR&D拠 点 に 育 て上 げたい 方針 であ る。ソフ ト開
発 者 な どのIT産 業 関 連 の 人材 の 不 足 は 無制 限 に外 国 人専 門 家 の 流 入 を
認 め てい る地 域 で あ る。
注15こ の よ うな方針 は タ イ も同様 であ る。1998年10月に タイBOIを 、また同
年12月にマ レー シアMIDAを 訪ね 、投 資促 進 部 へ の イ ンタ ビュー を行 っ
た。両 国 ともに、規則 に示 してい る よ うな、各 企業 の外 国人受 入人数 の枠
内 を堅持 す るこ とを表 明 し、シンガ ポー ルの ような積 極 的 な外 国 人専 門家
へ の リ クルー ト政 策 は行 なわ な い と述 べ て いた。マ レー シア では、国 内の
人的投 資へ の関心 は非 常 に高 い。
注16バ ン コ クポス ト:(4/8/97)SkilledDevelopmentDepartmentでは新
たに30の訓練 機関 を設立 し、 少 な くとも100万人 の熟練 労働 力 を送 出す 計
画 を発 表 した。
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